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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第２四半期連結
累計期間

第58期
第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結
会計期間

第58期
第２四半期連結
会計期間

第57期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

営業収益（千円） 16,234,13516,842,3768,193,7108,640,09732,330,268

経常利益（千円） 1,086,2141,217,406379,842 601,9162,400,375

四半期（当期）純利益（千円） 560,565 539,309 206,496 333,5961,309,594

純資産額（千円） － － 13,926,12514,995,57614,550,127

総資産額（千円） － － 23,180,00626,515,29624,132,225

１株当たり純資産額（円） － － 1,306.921,407.931,365.79

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
53.74 51.70 19.79 31.98 125.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 58.8 55.4 59.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,138,5721,067,371 － － 2,314,584

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△778,094△1,181,200 － － △1,769,578

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△379,930 648,074 － － △669,232

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,003,4641,432,937898,691

従業員数（人） － － 1,192 1,195 1,161

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,195(1,887)

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載し

ております。　

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,128(1,830)

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）営業収益実績

　当第２四半期連結会計期間の営業収益実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　なお、ＤＣ事業は「保管在庫型物流事業」を、ＴＣ事業は「通過型センター事業」を指します。　

　また、当社グループの事業内容は、運送、倉庫、荷役等の物流サービスであり、生産、受注及び販売に該当する金額あ

るいは数量は開示しておりません。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

前年同四半期比（％）

ＤＣ事業（百万円） 6,221 －

ＴＣ事業（百万円） 2,088 －

その他（百万円） 329 －

合計（百万円） 8,640 －

　（注）１．金額はセグメント間の内部振替前の数値によっております。

　　　　２．本表の金額には消費税等は含まれておりません。

３．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主要受託先別の営業収益実績及び当該営業収

益実績の総営業収益実績に対する割合は次のとおりであります。

受託先

前第２四半期連結会計期間
(自　平成 21年7月 1日
　至　平成 21年9月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成 22年7月 1日
　至　平成 22年9月30日)

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱シジシージャパン 1,067 13.0 1,034 11.9

日清医療食品㈱ 605 7.3 896 10.3

㈱ライフコーポレーション 909 11.1 826 9.5

　（注）本表の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　 (2）外注実績

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

　
前年同四半期比（％）

　
金額（百万円） 外注比率（％）

ＤＣ事業 1,977 31.8 －

ＴＣ事業 593 28.4 －

その他 0 0.0 －

合計 2,571 29.8 －

　（注）１．外注比率はセグメントの営業収益実績に対する外注費の割合であります。

２．外注内容は主に下請傭車、下請倉庫、下請荷役であります。

３. 本表の金額には消費税等は含まれておりません。　

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載したリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1)経営成績の分析

　  当第２四半期連結会計期間における日本経済は、新興国の経済成長力を原動力に回復基調が続いてまいりました

　が、一方では米中経済の減速、円高や株安が企業や家計の心理を冷やし、設備投資や個人消費を下押す懸念も出は

　じめ、景気の不透明感が強まってまいりました。

　　また、食品物流業界におきましても、個人消費の冷え込みや物流業者間の価格競争、また、受託料金の抑制や燃

　油調達価格の上昇、さらに既存受託者における物流体制の見直しや変更なども加わり、厳しい経営環境のまま推移

　いたしました。　

　  このような環境の下、営業収益におきましては、前期後半からの段階的な新規寄託者の獲得や中部支店（愛知県

　小牧市）の稼働開始（平成22年５月）による取扱物量の増加などが奏功し、前年同期比で増収を確保することがで

　きました。

　　利益につきましては、燃油価格の上昇等のマイナス要因はありましたが、全社的に推進している業務改善による

　経費削減の進捗による営業原価の抑制が図られたことや、新規拠点の立ち上げ費用が当初の見込みを下回ったこと

　などにより、営業利益ならびに経常利益は前年同期比で増益を確保いたしました。

　　一方、四半期純利益につきましては、第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」の適用等

　による特別損失の計上により、前年同期比で減益となりました。　

　   以上の結果、当第２四半期連結会計期間の営業収益は86億４千万円（前年同四半期比5.4％増）、営業利益は

　５億９千８百万円（前年同四半期比71.5％増）、経常利益は６億１百万円（前年同四半期比58.5％増）、四半期

　純利益は３億３千３百万円（前年同四半期比61.6％増）となりました。 

 

　セグメントの状況は次のとおりであります。

  ①ＤＣ事業（保管在庫型物流事業） 

　  西日本地域における前期後半からの段階的な新規寄託者が本格稼働を開始したことや、中部支店の稼働開始等に

　より、低温食品の共同配送等が堅調に推移したことが主な要因となり、営業収益は62億２千７百万円となりました

　が、前述の業務改善効果や燃油価格の下落などにより、営業利益は８億５千１百万円となりました。 

      ②ＴＣ事業（通過型センター事業） 

　      量販店向けの取扱物量の伸び悩みなどにより、営業収益は20億９千８百万円となりました。また、外注費削減な

　　　どを中心とした業務改善効果が寄与し、営業収益は２億１千６百万円となりました。

      　

 (2)財政状態の分析

    資産、負債および純資産の状態につきましては、資産の部において、中部支店の建物及び構築物ならびにリース

　資産の増加などにより、当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、265億１千５百万円（前連結会計年度末比

　23億８千３百万円増）となりました。負債の部においては、社債の発行、長期借入金の増加、リース債務の増加

　などにより、115億１千９百万円（前連結会計年度末比19億３千７百万円増）となりました。純資産の部は利益

　剰余金の増加などにより、149億９千５百万円（前連結会計年度末比４億４千５百万円増）となりました。以上の

　結果、自己資本比率は55.4％（前連結会計年度末比3.6ポイント減）となりました。

 

 (3)キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は14億３千２百万円となり

ました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

        当第２四半期連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は７億２千１百万円（前年同四半期比43.6％

　　　増）となりました。これは、税金等調整前四半期純利益が５億９千３百万円増加したことなどが主な要因です。
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　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

        当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により、７億

　　　６千２百万円（前年同四半期比6,555.4％増）の使用となりました。

    （財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の増加及び社債発行等に

より、４億２千４百万円の獲得（前年同期は４億５千９百万円の使用）となりました。　

　

　　 (4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　 (5)研究開発活動

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,750,000

計 41,750,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,438,000 10,438,000東京証券取引所市場第二部
単元株式数は100

株であります。

計 10,438,000 10,438,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年７月１日～　

平成22年９月30日　
－ 10,438,000 － 1,217,560 － 1,392,060
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ビービーエイチフォーフィデリ

ティーロープライスストックファン

ド　

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ

銀行）　

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A　

（東京都千代田区丸の内2-7-1）

1,043 9.99

株式会社マルハニチロ食品 東京都千代田区大手町1-1-2　 800 7.66

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）　

東京都中央区晴海1-8-11　 570 5.46

農林中央金庫　 東京都千代田区有楽町1-13-2　 520 4.98

共栄火災海上保険株式会社　 東京都港区新橋1-18-6　 520 4.98

株式会社菱食　 東京都大田区平和島6-1-1　 512 4.90

ヒューテックノオリン従業員持株会

　
東京都墨田区両国2-18-4　

469 4.49

みずほ信託銀行株式会社退職給付信

託雪印乳業口再信託受託者資産管理

サービス信託銀行株式会社　

東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

414 3.96

ヒューテックノオリン取引先持株会

　
東京都墨田区両国2-18-4　

362 3.47

　株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）　

東京都千代田区内幸町1-1-5　

（東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

　

216 2.06

株式会社三菱東京UFJ銀行　 東京都千代田区丸の内2-7-1　 216 2.06

計 － 5,644 54.07

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて投資信託設定分であります。

２．みずほ信託銀行株式会社退職給付信託雪印乳業口再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社とは、

　　雪印乳業印乳業株式会社が当社の株式を退職給付信託として信託設定したものであります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式      6,200　 － －　

完全議決権株式（その他）  普通株式 10,430,600 104,306 －　

単元未満株式  普通株式　　  1,200 － －　

発行済株式総数 10,438,000 － －

総株主の議決権 － 104,306 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が3,300株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数33個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社

ヒューテックノオリン　

東京都墨田区両国二丁目

18番４号　
6,200 － 6,200 0.06

計 － 6,200 － 6,200 0.06

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 780 765 730 748 730 714

最低（円） 694 671 681 682 689 663

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりであります。　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長

　
－

代表取締役副社長

　
事業管理部長　　 青山　信幸　 平成22年７月１日　

常務取締役　
管理本部長（兼）

労務部長　
常務取締役　

総合企画部長　

財務経理部管掌　　

　　　

綾　宏將　 平成22年８月16日

常務取締役
総合企画部長

安全管理部管掌　
常務取締役

管理本部長（兼）

労務部長

安全管理部管掌　

峯　一央 平成22年８月16日

常務取締役 管理本部長　 常務取締役
管理本部長（兼）

労務部長
綾　宏將 平成22年９月１日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,692,937 1,158,691

営業未収入金 3,197,753 3,017,725

繰延税金資産 203,793 176,318

その他 305,734 228,396

貸倒引当金 △332 △320

流動資産合計 5,399,886 4,580,812

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,188,241 5,435,368

機械装置及び運搬具（純額） 849,333 509,464

土地 8,032,980 8,032,980

リース資産（純額） 1,586,015 629,202

建設仮勘定 277,158 1,821,680

その他（純額） 14,832 15,537

有形固定資産合計 ※
 17,948,561

※
 16,444,235

無形固定資産

ソフトウエア 224,794 249,892

無形固定資産合計 224,794 249,892

投資その他の資産

投資有価証券 1,339,114 1,289,134

長期貸付金 675,000 675,000

繰延税金資産 366,086 312,545

その他 574,452 593,205

貸倒引当金 △12,600 △12,600

投資その他の資産合計 2,942,053 2,857,285

固定資産合計 21,115,409 19,551,412

資産合計 26,515,296 24,132,225

負債の部

流動負債

営業未払金 1,271,330 1,197,786

短期借入金 1,143,000 2,364,600

未払法人税等 564,227 666,228

賞与引当金 303,820 224,920

役員賞与引当金 13,750 28,200

その他 2,031,835 2,152,500

流動負債合計 5,327,963 6,634,234
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

社債 1,240,000 －

長期借入金 1,841,500 928,000

リース債務 1,372,002 492,315

退職給付引当金 815,864 782,993

役員退職慰労引当金 129,010 132,294

再評価に係る繰延税金負債 526,424 526,424

その他 266,954 85,836

固定負債合計 6,191,756 2,947,863

負債合計 11,519,720 9,582,098

純資産の部

株主資本

資本金 1,217,560 1,217,560

資本剰余金 1,392,060 1,392,060

利益剰余金 12,441,019 12,037,323

自己株式 △5,168 △5,140

株主資本合計 15,045,470 14,641,803

評価・換算差額等

土地再評価差額金 △435,901 △435,901

その他有価証券評価差額金 77,670 41,757

評価・換算差額等合計 △358,230 △394,143

少数株主持分 308,336 302,467

純資産合計 14,995,576 14,550,127

負債純資産合計 26,515,296 24,132,225
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 16,234,135 16,842,376

営業原価 14,173,618 14,674,997

営業総利益 2,060,517 2,167,378

販売費及び一般管理費 ※
 1,036,456

※
 1,022,017

営業利益 1,024,060 1,145,360

営業外収益

受取利息 9,016 9,031

受取配当金 9,635 18,328

持分法による投資利益 25,486 15,801

補助金収入 － 27,970

その他 54,513 65,666

営業外収益合計 98,652 136,797

営業外費用

支払利息 33,369 47,938

社債発行費 － 15,203

その他 3,128 1,609

営業外費用合計 36,498 64,751

経常利益 1,086,214 1,217,406

特別利益

固定資産売却益 474 175

特別利益合計 474 175

特別損失

固定資産除売却損 2,536 2,389

投資有価証券評価損 56,716 25,782

減損損失 － 7,442

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 201,572

特別損失合計 59,252 237,187

税金等調整前四半期純利益 1,027,435 980,394

法人税、住民税及び事業税 525,086 539,425

法人税等調整額 △65,346 △105,671

法人税等合計 459,739 433,753

少数株主損益調整前四半期純利益 － 546,641

少数株主利益 7,130 7,331

四半期純利益 560,565 539,309
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 8,193,710 8,640,097

営業原価 7,255,905 7,508,321

営業総利益 937,805 1,131,776

販売費及び一般管理費 ※
 588,656

※
 533,010

営業利益 349,148 598,765

営業外収益

受取利息 4,562 4,576

受取配当金 274 303

持分法による投資利益 13,553 10,144

補助金収入 － 2,970

その他 29,972 27,283

営業外収益合計 48,363 45,278

営業外費用

支払利息 16,418 25,939

社債発行費 － 15,203

その他 1,250 984

営業外費用合計 17,669 42,126

経常利益 379,842 601,916

特別利益

固定資産売却益 345 175

特別利益合計 345 175

特別損失

固定資産除売却損 － 1,259

減損損失 － 7,442

特別損失合計 － 8,702

税金等調整前四半期純利益 380,188 593,390

法人税、住民税及び事業税 336,387 389,125

法人税等調整額 △166,249 △132,952

法人税等合計 170,138 256,172

少数株主損益調整前四半期純利益 － 337,217

少数株主利益 3,554 3,621

四半期純利益 206,496 333,596
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,027,435 980,394

減価償却費 385,990 571,162

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14 11

賞与引当金の増減額（△は減少） 83,000 78,900

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,450 △14,450

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,780 32,871

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,624 △3,283

受取利息及び受取配当金 △18,652 △27,359

支払利息 23,339 47,938

持分法による投資損益（△は益） △25,486 △15,801

投資有価証券評価損益（△は益） 56,716 25,782

有形固定資産売却損益（△は益） △474 －

固定資産除売却損益（△は益） － 2,214

固定資産除却損 2,536 －

減損損失 － 7,442

売上債権の増減額（△は増加） △56,249 △180,028

仕入債務の増減額（△は減少） 41,387 73,543

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 201,572

その他 98,236 △66,709

小計 1,611,500 1,714,203

利息及び配当金の受取額 24,165 32,867

利息の支払額 △24,746 △45,615

法人税等の支払額 △472,346 △634,084

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,138,572 1,067,371

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △4,408 △4,255

投資有価証券の売却による収入 7,583 －

有形固定資産の取得による支出 △788,061 △1,116,462

有形固定資産の売却による収入 710 180

有形固定資産の除却による支出 △1,299 △157

無形固定資産の取得による支出 △5,154 △60,504

その他 12,536 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △778,094 △1,181,200

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 △1,100,000

長期借入れによる収入 － 1,260,000

長期借入金の返済による支出 △510,500 △468,100

社債の発行による収入 － 1,240,000

リース債務の返済による支出 － △146,236

自己株式の取得による支出 － △28

配当金の支払額 △114,631 △135,460

少数株主への配当金の支払額 △2,100 △2,100

その他 △52,698 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △379,930 648,074

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,452 534,245

現金及び現金同等物の期首残高 1,022,917 898,691

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,003,464

※
 1,432,937
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　 

　

　

　

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年９月30日）

 会計処理基準に

 関する事項の変更

　

 (1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

　　取扱い」の適用　

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平

　成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

　（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用し、連結連決算上必要な修正を行って

　おります。

　　これによる損益に与える影響はありません。

　　

 (2)資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

　号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

　準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。　

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ16,957千円

　減少し、税金等調整前四半期純利益は218,530千円減少しております。

　　また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は195,936千円であります。　　
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間　

（自　平成22年４月１日

　  至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）　

　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

　式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

　当第２四半期連結累計期間では「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

当第２四半期連結会計期間　

（自　平成22年７月１日

　  至　平成22年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　　前第２四半期連結会計期間において独立掲記しておりました「リース債務（流動負債）」（当第２四半期連結会

　計期間 333,086千円）は、負債・純資産の合計の10/100以下であるため、当第２四半期連結会計期間におきまして

　は流動負債の「その他」に含めて表示しております。

　

（四半期連結損益計算書関係）　

　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

　式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

　当第２四半期連結会計期間では「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

法人税等並びに繰延

税金資産及び繰延税金

負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

EDINET提出書類

株式会社ヒューテックノオリン(E04210)

四半期報告書

20/31



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、11,242,001千円であ

ります。

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,876,986千円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

        第２四半期連結累計期間　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

　人件費 691,247千円

（うち賞与引当金繰入額） 52,774千円

（うち役員賞与引当金繰入額） 13,750千円

（うち退職給付費用） 60,162千円

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 6,835千円

　その他 345,209千円

　人件費 778,900千円

（うち賞与引当金繰入額） 58,286千円

（うち役員賞与引当金繰入額） 13,750千円

（うち退職給付費用） 61,587千円

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 6,464千円

　その他 243,116千円

   　　第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

　人件費 349,382千円

（うち賞与引当金繰入額） 38,588千円

（うち役員賞与引当金繰入額） 6,875千円

（うち退職給付費用） 31,685千円

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 3,471千円

　その他 239,273千円

　人件費 401,269千円

（うち賞与引当金繰入額） 42,889千円

（うち役員賞与引当金繰入額） 6,875千円

（うち退職給付費用） 31,043千円

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 3,223千円

　その他 131,740千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲載されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲載されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定   1,263,464千円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △260,000千円

　現金及び現金同等物 1,003,464千円

　現金及び預金勘定   1,692,937千円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △260,000千円

　現金及び現金同等物 1,432,937千円

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　  普通株式　10,438,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　     6,237株　

３．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月24日

定時株主総会
普通株式 135,613 13平成22年3月31日平成22年6月25日 利益剰余金　

　（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

　　　　期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月2日

取締役会
普通株式 104,317 10平成22年9月30日平成22年12月6日

 利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
運送事業
（千円）

倉庫事業
（千円）

その他事業
（千円）

合計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益 5,594,4742,253,486345,7498,193,710 － 8,193,710

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
32,611 36,497 2,911 72,019△72,019 －

計 5,627,0852,289,984348,6608,265,730△72,0198,193,710

営業利益 702,941210,28924,574937,805△588,656349,148

　
前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
運送事業
（千円）

倉庫事業
（千円）

その他事業
（千円）

合計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益11,093,6974,433,543706,89416,234,135 － 16,234,135

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
62,076 64,066 5,263 131,405△131,405 －

計 11,155,7734,497,609712,15816,365,541△131,40516,234,135

営業利益 1,524,472475,47460,5702,060,517△1,036,4561,024,060

　（注）１．事業区分は、当社グループにおける事業別営業収益区分によっております。

２．各事業の主な業務

(1)運送事業……冷凍食品・チルド食品の輸配送業務、貴重品類の輸送業務、病院向けリネン類の集配業務。

(2)倉庫事業……冷凍食品・チルド食品の保管・荷役業務。

(3)その他事業…冷凍食品等の小袋パック詰め加工業務、量販店向け魚貝類の加工業務。

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社およ

び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）において、海外営業収益がないため該当事項はありません。
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【セグメント情報】

　　　　（追加情報）

　　　　　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

　　　　３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

　　　　20年３月21日）を適用しております。

　　　　　前期以前は、一般に馴染みのある「業務形態別」（運輸業・倉庫業等）に報告してまいりましたが、物流業界　

　　　　における保管・仕分・運送等の一貫した事業が定着した現在、第１四半期連結会計期間から、より経営管理実態

　　　　に適合した「顧客形態別」の報告に変更することといたしました。

　

１．報告セグメントの概要　

　　　　　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が可能であり、取締役会が、経営資源の

　　　　配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　　　　　従いまして、当社は営業本部内に以下のセグメント別に事業部を置き、各事業部は包括的な戦略を立案し、営

　　　　業活動を展開しております。　

　　　　　「ＤＣ事業」においては、当社の倉庫内にて寄託貨物の保管・名義変更や車両別・届け先の仕分けを行うとと

　　　　もに、専用車による輸配送業務を行っております。「ＴＣ事業」においては、量販店等の専用センター内にて、

　　　　店舗別・カテゴリー別仕分けや生産加工を行うとともに、即日配送による店舗納品までの受託業務を行っており

　　　　ます。

　　　（注）１．「保管在庫型物流事業（ＤＣ事業）」：ＤＣとはDistribution Center を省略した呼称

　　　　　　２．「通過型センター事業（ＴＣ事業）」：ＴＣとはTransfer Center を省略した呼称

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）　　　（単位：千円）

　

　　

報告セグメント　
その他（注） 合計

ＤＣ事業 ＴＣ事業 計

　営業収益

　

　①外部顧客への　　

　　営業収益

　

　②セグメント間の

　　内部営業収益

　　又は振替高

　　

　

　

　12,051,671

　

　

　11,087

　

　　

　

　　

4,137,662　

　

　

　18,907

　

　　

　

　

　16,189,333

　

　

29,994

　

　　

　

　

　653,042

　

　

100

　

　　

　

　

　16,842,376

　

　

　30,094

　

計 　12,062,758　4,156,570　16,219,328　653,142　16,872,471

セグメント利益 　1,550,357　493,0672,043,424　 　123,953　2,167,378

　（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備輸送業等を含んでおります。

　

　　　　　当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）　　　（単位：千円）

　

　　

報告セグメント　
その他（注） 合計

ＤＣ事業 ＴＣ事業 計

　営業収益

　

　①外部顧客への

　　営業収益

　

　②セグメント間の

　　内部営業収益

　　又は振替高

　　

　

　

　6,221,616

　

　

　5,495

　

　　

　

　　

2,088,515　

　

　

　9,489

　

　　

　

　

　8,310,132

　

　

14,984

　

　　

　

　

　329,964

　

　

100

　

　　

　

　

　8,640,097

　

　

　15,084

　

計 　6,227,112　2,098,005　8,325,117　330,064　8,655,181

セグメント利益 　851,833　216,9361,068,769　 　63,006　1,131,776

　（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備輸送業等を含んでおります。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

　　　　　当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）　　　（単位：千円）　

利益 金額

　報告セグメント　計 2,043,424　　　

「その他」の区分の利益 　123,953

　全社費用（注） 　△1,022,017

　四半期連結損益計算書の営業利益 　1,145,360

　　　　　　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

　　　　　当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）　　　（単位：千円）

利益 金額

　報告セグメント　計 1,068,769　　　

「その他」の区分の利益 　63,006

　全社費用（注） 　△533,010

　四半期連結損益計算書の営業利益 　598,765

　　　　　　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

　

（金融商品関係）

　　　　　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　　　　　長期借入金及びリース債務が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

　　　　　年度の末日に比べて著しい変動が認められます。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　科目　
四半期連結

貸借対照表計上額
時価　 差額

(1)長期借入金　

(2)リース債務

　　2,534,500　

　1,705,088

2,524,090　

1,683,385　

△10,410　

△21,702　

　　　　　（注）１．金融商品の時価の算定方法

　　　　　　     (1)長期借入金の時価の算定方法

　　　　　　　　　　　元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

　　　　　          により算定しております。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　上記以外の長期借入金1,274,500千円は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映

　　　　　　　　　　し、また当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似してい

                    ると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

　　　　　    　 (2)リース債務の時価の算定方法

　　　　　　　　　　  元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

                    値により算定しております。　

　　　　　　　　２．連結貸借対照表上では短期借入金に含めている、「１年内返済予定長期借入金」（693,000千円）

　　　　　　　　　  は、「(1)長期借入金」に含めて表示しております。

　　　　　　　  ３．連結貸借対照表上ではその他に含めている、「１年内返済予定リース債務」（333,086千円）は、

　　　　　　　　　「(2)リース債務」に含めて表示しております。　　　　　
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（有価証券関係）

　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

　　　　　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　　　　　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　　　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　　　　　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,407.93円 １株当たり純資産額 1,365.79円

２．１株当たり四半期純利益金額等

　　　第２四半期連結累計期間　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 53.74円 １株当たり四半期純利益金額 51.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 560,565 539,309

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 560,565 539,309

期中平均株式数（株） 10,431,800 10,431,771

　　　　　　第２四半期連結会計期間　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19.79円 １株当たり四半期純利益金額 31.98円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 206,496 333,596

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 206,496 333,596

期中平均株式数（株） 10,431,800 10,431,763

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期連結累計期間におけるリース取引残高は、前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２【その他】

　平成22年11月2日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額………………………104,317千円

　（ロ）１株当たりの金額……………………………………10円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成22年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

株式会社ヒューテックノオリン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯塚　俊二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林　礼子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒューテッ

クノオリンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒューテックノオリン及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月11日

株式会社ヒューテックノオリン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯塚　俊二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林　礼子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒューテッ

クノオリンの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日

から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒューテックノオリン及び連結子会社の平成22年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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